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１．はじめに

平成17年10月１日に独立行政法人・日本原子力研究開発機構が発足して以来、原子力基礎工学研究部門では平成22年3月までの原子力基礎工学研究に関する中期計画において、

1 基礎的・基盤的研究を持続的に進め、データベース、計算コード等の技術体系を整備して社会に提供する活動を進め、

その基盤の上に、

2  革新的原子力技術を先導する活動（原子力水素、分離変換技術研究等）、

3  原子力機構内外の原子力利用・技術開発や国の施策を支援する活動（保障措置分析技術開発、材料高経年化研究等)、

④ 産学に原子力技術開発のプラットフォームを提供する活動

を実施してきた。
原子力基礎工学研究・評価委員会は、このような活動を評価し、部門長に意見を述べるために設置されたものであり、年度毎にこれまで4回の委員会を開催している。平成21年12月22日には、第5回原子力基礎工学研究・評価委員会を開催し、平成17年10月から平成22年3月まで4年半の中期計画期間中の研究成果について、総括的な評価を実施した。

本評価では、原子力基礎工学研究部門から提出された資料と説明に基づき、中期計画とその到達目標に照らして、研究開発の達成状況を評価した。委員会開催後、委員の意見を集約し、報告書案を作成した。その後、報告書案に対する委員全員のレビューを行い、これらを踏まえて、本報告書を完成させた。

本研究・評価委員会による評価結果が、今後の原子力基礎工学研究の更なる展開と、独立行政法人評価委員会が行う中期目標期間評価作業に役立てられることを切に願う。

本研究・評価委員会の委員各位には、多忙を極める中で、非常に熱心に評価活動を進めていただいた。そのご尽力に対して、ここに深甚なる謝意を表する。

平成22年3月9日

原子力基礎工学研究・評価委員会

委員長　　岡　芳明

２．評価の対象

2.1　評価の対象

評価の対象は、原子力基礎工学研究部門における研究活動全般であり、中期計画に記載された以下の下線部の項目である。
（中期計画抜粋）


Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため取るべき措置

1． エネルギーの安定供給と地球環境問題の同時解決を目指した原子力システムの研究開発

のうち、
 (3)原子力システムの新たな可能性を切り開くための研究開発
1)分離・変換技術の研究開発
2)高温ガス炉とこれによる水素製造技術の研究開発
3)核融合エネルギーを取り出す技術システムの研究開発
②炉心プラズマ研究開発及び核融合工学研究開発　（このうち一部を実施）

3．原子力の研究、開発及び利用の安全の確保と核不拡散に関する政策に貢献するための活動
(1)安全研究とその成果の活用による原子力安全規制行政に対する技術的支援（このうち一部を実施） 

(3)核不拡散政策に関する支援活動　（このうち一部を実施）
5．原子力の研究、開発及び利用に係る共通的科学技術基盤の高度化
(1)　原子力基礎工学

· 「I, 1., (3) , 1)　分離・変換技術の研究開発」では、次世代原子力システム研究開発部門が実施した部分は評価の対象外とした。
· 「I, 1., (3) , 2)　高温ガス炉とこれによる水素製造技術の研究開発」については、さらに　①高温ガス炉の技術基盤の確立を目指した研究開発、②核熱による水素製造の技術開発に細分化されているため、各々を評価の上、全体の評価を行った。
· 「5., (1)原子力基礎工学」についても、１)　核工学研究、2)　炉工学研究、3)　材料工学研究、4)　核燃料・核化学工学研究、5) 環境工学研究、6) 放射線防護、7) 放射線工学研究、8) シミュレーション工学研究（このうち一部）に細分化されているため、同様の方法で評価した。なお、次世代原子力システム研究開発部門が実施した9)高速増殖炉サイクル工学研究は評価の対象外とした。

評価の対象期間は、平成17年10月から、平成22年3月までであるため、達成見込みの成果も考慮して、評価を行った。

2.2　評価の基準

評価基準は、独立行政法人評価の基準に従い、以下のとおりとしている。

S:　特に優れた実績を上げている。

A:　中期計画を達成、または中期計画を上回る実績を上げた。

B:　中期目標は達成されなかったが、目標達成に近い実績を上げた。

C:　中期目標は達成されなかった。また、目標達成に向けた実績も不十分だった。

評価委員には、各項目について、評価（S/A/B/C）と評価理由の記入をお願いした。また、特に専門分野等で、個別項目に意見がある場合は、ご意見等の記載もお願いした。

３．評価結果
3.1 各委員の評価
　研究・評価委員会委員のリストを別紙１に示す。委員10名のうち、第5回委員会に出席された７名の委員からの評価結果は以下のとおりである。
(1) 原子力基礎工学
	項　　目
	

	原子力基礎工学
	S
	S
	S
	A
	S
	S
	S

	核工学研究
	S
	S
	S
	S
	S
	S
	S

	炉工学研究
	A
	S
	A
	A
	S
	S
	A

	材料工学研究
	S
	S
	S
	S
	S
	S
	S

	　　　　　　　　　　　　　核燃料・核化学工学研究
	A
	A
	A
	A
	A
	A
	A

	環境工学研究
	S
	S
	S
	S
	S
	S
	S

	放射線防護研究
	A
	S
	S
	S
	S
	S
	S

	放射線工学研究
	A
	A
	A
	A
	S
	A
	A

	シミュレーション工学研究
	A
	A
	A
	A
	A
	A
	A


(2) その他の基礎工学研究部門の研究

	項　　目
	

	分離・変換技術の研究開発
	A
	A
	A
	A
	A
	A
	A

	高温ガス炉とこれによる水素製造技術の研究開発
	S
	A
	A
	A
	A
	A
	A

	高温ガス炉の技術基盤の確立を目指した研究開発
	S
	A
	A
	B
	A
	A
	A

	　　　　 核熱による水素製造の技術開発
	S
	A
	A
	A
	S
	A
	A

	炉心プラズマ研究開発及び核融合工学研究開発（一部）
	A
	A
	A
	A
	A
	A
	A

	安全研究とその成果の活用による原子力安全規制行政に対する技術的支援（一部） 
	A
	A
	A
	A
	A
	S
	A

	核不拡散政策に関する支援活動　（一部）
	A
	A
	A
	A
	A
	A
	A


3.2 評価結果 

　以上の各委員からの評価結果に基づき、原子力基礎工学研究部門の中期計画期間中の研究成果について、評価研究・評価委員会として以下のとおり報告する。

(1) 原子力基礎工学

	項　目
	評価結果

	原子力基礎工学
	S


(2) その他の基礎工学研究部門の研究
	項　目
	評価結果

	分離・変換技術の研究開発
	A

	高温ガス炉とこれによる水素製造技術の研究開発
	A

	炉心プラズマ研究開発及び核融合工学研究開発（一部）
	A

	安全研究とその成果の活用による原子力安全規制行政に対する技術的支援（一部） 
	A

	核不拡散政策に関する支援活動　（一部）
	A


3.3　総合所見
(1) 評価所見

日本の原子力が世界をリードするためには、開発にかかわる物理化学現象の基本からの理解とその解決策の考案、世界をリードする先進的アイデアの創出、研究開発の人的側面も含むインフラなどの点で基礎基盤分野は最も重要である。この点で原子力基礎工学分野は日本の原子力研究開発にとって必要不可欠であり、その役割を厳しい制約条件の中でよく果たしていると高く評価できる。

　以下に個別事項について所見を述べる。

1) 原子力基礎工学（評価：S）
中期計画を高いレベルで全て達成している。国を代表する原子力研究開発機関として、また原子力機構における研究開発を支える基礎部門としての役割を果たし、論文だけでなく、日本原子力学会賞を始めとして多くの学協会賞を受賞し、JENDL-4やJASPER等の国際的な利用に供されるデータベースを作成･提供するとともに、産業界との連携を強化して新技術の開発･展開に努めて成果を挙げていることを高く評価する。研究の方向性はクリアーで、適確なビジョンに基づき研究を実施している。積極的に国際的な展開を図りつつ、国内においても開かれた姿勢の下に、原子力界のみならず広く社会に貢献する成果を発信するなど、限られた研究要員の中で若手の活力を引き出し、能力を発揮させている本部門のマネジメントも高く評価できる。
2) 分離・変換技術の研究開発（評価：A）
中期計画を全て達成している。炉物理・炉工学を中心とする検討がよくなされている。分離･変換技術の研究開発に必要な基礎的データや要素技術を蓄積しつつ、設計研究や導入シナリオ･導入効果の検討が進められており、着実に研究が行われている。技術的成立性への実験等において、コスト効果や廃棄物低減を常に考慮しつつ実用化へのアプローチを進めている研究姿勢及び世界をリードする実績を高く評価したい。海外のネットワークを活用し、サイクル全体の性能向上を目指して早期開発を期待する。

3) 高温ガス炉とこれによる水素製造技術の研究開発（評価：A）
達成見込の950℃で50日間HTTR運転を除いて、全ての中期計画を達成している。HTTRを国際的に活用する方策は優れており、世界をリードする研究開発を推進している。日本における国際化へのパラダイムシフトのなかで、高温ガス炉研究開発の果たす役割は大きい。水素製造の実用化については、大量水素利用のインフラ整備が必要となるので、そのために化学プラントメーカなどとの協力やプロジェクトの推進が計画に入っていることは評価できる。HTTR-ISシステムは、将来のCO2削減に対する有力な技術開発であり、出口論（鉄鋼などでの利用）なども含め、国際プロジェクトへの展開も視野に入れた早期開発が必要である。

4) 炉心プラズマ研究開発及び核融合工学研究開発（評価：A）
中期計画を全て達成している。原型炉への適用可能性評価が若干弱いとの印象を受ける。

5) 安全研究とその成果の活用による原子力安全規制行政に対する技術的支援（評価：A）
中期計画を全て達成している。原子炉特有の喫緊の材料問題に対して産業界・安全規制側のニーズに適切に応えた優れた研究を行っている。

6) 核不拡散政策に関する支援活動（評価：A）
中期計画を全て達成している。IAEAの活動に貢献して、高い評価を得ている点を評価する。

(2) 次期中期計画に向けた提言
次期中期計画では、材料関係など外部からの委託・依頼への対応で人手不足となり、基礎基盤としての本来の役割を果たすことや優れた人材の育成に支障があるように思われる分野もある。人的な面を含めて手当てすべきと考える。機構全体として国家プロジェクトの高速炉サイクルの研究開発の重要性は言うまでもないが、狭くその開発にのみ多くの優れた人材の役割や仕事を固定的に限定して考えることは、将来に禍根を残す恐れがある。研究開発部隊の優れた人材を適切な期間は基礎基盤部門に配置する、あるいは二重の役割を与えて基礎基盤部門に貼り付けるなどの工夫が必要ではないか。開発項目における重要な物理現象を基礎基盤の物理化学現象から理解し、設計側の経験を生かして工夫することにより、開発のコストと期間を短縮できるなどの効果もあるのではないか。外部資金が増えているが、それをできるだけ活用して本質的な進展を図る方策の立案に期待したい。外部資金の細かい制約の緩和を機構全体として要望することなども必要ではないか。大学や産業界との連携強化という視点を失うことなく、この部門のさらなる発展を図っていただくことを期待したい。

別紙　１　原子力基礎工学研究・評価委員会委員一覧表
	
	氏　名
	所　属・職　位

	委員長
	岡　芳明
	東京大学大学院工学系研究科教授

	委　員
	井頭 政之
	東京工業大学原子炉工学研究所教授

	委　員
	甲斐 倫明
	大分県立看護科学大学教授　

	委　員
	柴田 康行
	（独）国立環境研究所化学環境研究領域長

	委　員
	代谷 誠治
	京都大学原子炉実験所副所長

	委　員
	関村 直人
	東京大学大学院工学系研究科教授

	委　員
	宅間 正夫
	（社）原子力産業協会　顧問

	委　員
	内藤 誠章
	(株)日鐵テクノリサーチ　参与　

資源・プロセスソリューションセンター所長

	委　員
	山中 伸介
	大阪大学大学院工学研究科教授

	委　員
	横山 速一
	(財）電力中央研究所原子力技術研究所長　


　　（委員氏名は五十音順）

平成24年12月13日


原子力基礎工学研究・評価委員会


参考 03








